
令和５年４月２６日
文部科学省総合教育政策局

参考資料６

教師の資質向上に関する基礎参考資料



１．教員採用選考について
（P.3～12）
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 全体の競争率（採用倍率）は、3.7倍（平成３年度と同率で過去最低）で、前年度の3.8倍から減少。

（注：「全体」は小学校、中学校、高等学校、特別支援学校、養護教諭、栄養教諭の合計）

 令和４年度（令和３年度実施）における小学校の競争率（採用倍率）は、2.5倍で、前年度の2.6倍から減少（過去最低）

 採用倍率が過去最高の12.5倍であった平成12年度に3,683人であった採用者数が、令和４年度においては16,152人と4倍以上増えた結果として、
採用倍率が2.5倍まで低下している。

 受験者数は40,636人で、令和３年度に比較して2,812人減少（うち 新卒256人増加、既卒3,068人減少）。

（出典）文部科学省「公立学校教員採用選考試験の実施状況について」

公立学校教員採用選考試験の実施状況ー総計・小学校
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総計 受験者数・採用者数・競争率（採用倍率）の推移

受験者数 採用者数 採用倍率（右軸）
（人） （倍）

（年度）

競争率最高値（H12）

受験者数最高値

受験者数最低値

採用者数最低値（H12）
競争率最低値
（H3、R4）

採用者数最高値
（S55）
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小学校 受験者数・採用者数・競争率（採用倍率）の推移

受験者数 採用者数 採用倍率（右軸）
（人） （倍）

（年度）
採用者数最低値（H12）

競争率最低値（R4）

競争率最高値（H12）受験者数最高値

採用者数最高値（S54）

受験者数最低値
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 令和４年度（令和３年度実施）における中学校の競争率（採用倍率）は、4.7倍で、前年度の4.4倍から増加

・採用者数は、9,140人で、前年度に比較して909人減少

・受験者数は、42,587人で、前年度に比較して1,518人減少（うち 新卒1,196人増加、既卒2,714人減少）

 令和４年度（令和３年度実施）における高等学校の競争率（採用倍率）は、5.4倍で、前年度の6.6倍から減少

・採用者数は、4,479人で、前年度に比較して523人増加

・受験者数は、23,991人で、前年度に比較して2,172人減少（うち 新卒324人減少、既卒1,848人減少）

（出典）文部科学省「公立学校教員採用選考試験の実施状況について」

公立学校教員採用選考試験の実施状況ー中学校・高等学校
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中学校 受験者数・採用者数・競争率（採用倍率）の推移

受験者数 採用者数 採用倍率（右軸）
（人） （倍）

（年度）
採用者数最低値（H12）

競争率最低値（H3）

競争率最高値（H12）
受験者数最高値

採用者数最高値（S57）

受験者数最低値
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高等学校 受験者数・採用者数・競争率（採用倍率）の推移

受験者数 採用者数 採用倍率（右軸）
（人） （倍）

（年度）
採用者数最低値（H19）競争率最低値（S60）

競争率最高値（H19）

受験者数最高値（S54）

採用者数最高値（S60）

受験者数最低値
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○小学校については昨年度と同様、新規学卒者が増加した一方、既卒の受験者が減少している。

公立学校教員採用選考試験の受験者数の内訳
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小学校

受験者数の内訳（新規学卒者、既卒者）

新規学卒者

既卒者

既卒者の占める割合（右軸）

（人） （％）

（年度）
（注１）堺市は平成26年度まで受験者の学歴等を把握していないため、受験者数に堺市の人数は含まない
（注２）大阪府は平成24年度まで受験者・採用者の学歴等を把握していないため、受験者数・採用者数に大阪府の人数は

含まない
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○ 中学校についても新規学卒者が増加したが、既卒者が引き続き減少している。

公立学校教員採用選考試験の受験者数の内訳
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中学校

受験者数の内訳（新規学卒者、既卒者）
新規学卒者

既卒者

既卒者の占める割合（右軸）

（人） （％）

（年度）（注１）堺市は平成26年度まで受験者の学歴等を把握していないため、受験者数に堺市の人数は含まない
（注２）大阪府は平成24年度まで受験者・採用者の学歴等を把握していないため、受験者数・採用者数に大阪府の人数は

含まない
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○高等学校については新規学卒者・既卒者ともに減少している。

公立学校教員採用選考試験の受験者数の内訳
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高等学校

受験者数の内訳（新規学卒者、既卒者）
新規学卒者

既卒者

既卒者の占める割合（右軸）

（人） （％）

（年度）（注１）堺市は平成26年度まで受験者の学歴等を把握していないため、受験者数に堺市の人数は含まない
（注２）大阪府は平成24年度まで受験者・採用者の学歴等を把握していないため、受験者数・採用者数に大阪府の人数は含まない

7



各都道府県市別の教員採用選考試験の採用倍率

（出典）文部科学省「令和４年度公立学校教員採用選考試験の実施状況について」
（注１）小学校・中学校（または中学校・高等学校）の試験区分を（一部）分けずに採用選考を実施している県市については、「－」としている
（注２）都道府県と指定都市で採用選考を合同で実施している指定都市の競争率は、都道府県と同値を（ ）［ ］で記載している
（注３）計の列の（ ）内は、前年度の採用倍率を記載している

令和４年度公立学校教員採用選考試験（令和３年度実施）の実施状況 「計（※）」は小学校、中学校、高等学校、
特別支援学校、養護教諭、栄養教諭の合計

採用倍率が低い県市採用倍率が高い県市

計（※）中学校小学校区分計（※）中学校小学校区分計（※）中学校小学校区分

(8.8)7.9 10.5 4.1 沖縄県(6.5)5.0 6.3 3.2 三重県(3.7)3.6 4.7 2.3 北海道

[(3.7)] （3.6）（4.7）（2.3）札幌市(4.1)3.9 4.6 2.8 滋賀県(4.6)4.9 5.6 2.0 青森県

(3.7)3.0 -2.5 仙台市(4.5)4.2 5.6 3.2 京都府(3.4)4.0 4.1 2.7 岩手県

(3.4)3.2 -2.4 さいたま市(5.2)4.3 --大阪府(3.1)3.3 -2.0 宮城県

[(3.1)] （3.0）-（2.0）千葉市(5.5)4.7 4.7 4.2 兵庫県(3.3)2.7 2.6 1.3 秋田県

(3.5)3.6 -3.1 横浜市(5.1)5.4 4.4 5.1 奈良県(2.4)2.6 3.7 1.5 山形県

(4.5)3.2 4.6 2.4 川崎市(3.9)3.7 5.0 2.9 和歌山県(3.7)3.7 5.2 1.6 福島県

(3.5)3.3 4.8 2.0 相模原市(4.7)4.4 3.8 3.7 鳥取県(2.7)3.3 3.3 2.1 茨城県

(3.6)2.8 -2.1 新潟市(3.9)3.2 3.3 1.8 島根県(3.8)3.9 3.9 2.8 栃木県

(3.0)3.2 4.2 2.3 静岡市(6.2)5.2 -3.6 岡山県(4.5)4.7 4.0 4.2 群馬県

(3.8)3.7 4.5 2.8 浜松市(2.9)3.0 3.2 1.8 広島県(3.9)3.1 3.8 2.2 埼玉県

(4.4)3.8 6.3 2.7 名古屋市(2.9)3.2 3.9 2.2 山口県(3.1)3.0 -2.0 千葉県

(5.0)5.4 --京都市(5.2)5.5 4.9 3.8 徳島県(3.0)3.7 --東京都

(3.4)4.0 4.8 3.2 大阪市(4.6)4.6 4.0 3.6 香川県(4.4)4.0 4.7 2.7 神奈川県

(7.2)5.5 --堺市(3.5)3.1 3.1 2.0 愛媛県(2.6)2.8 4.6 1.9 新潟県

(7.7)7.3 8.0 6.4 神戸市(7.9)8.8 8.6 9.2 高知県(2.2)2.0 -1.6 富山県

(4.7)4.1 4.33.4岡山市(3.0)2.8 2.6 1.3 福岡県(3.5)3.5 -2.5 石川県

[(2.9)] （3.0）（3.2）（1.8）広島市(2.6)2.6 2.6 1.4 佐賀県(3.9)3.5 -2.8 福井県

(3.3)3.0 5.8 1.9 北九州市(2.6)2.4 3.1 1.5 長崎県(3.1)3.0 4.2 1.8 山梨県

(2.4)2.4 -1.8 福岡市(3.6)3.2 --熊本県(3.9)3.5 4.1 2.5 長野県

(3.5)3.0 -1.9 熊本市(3.3)2.6 3.0 1.4 大分県(3.1)2.9 --岐阜県

(4.4)5.0 7.3 3.8 豊能地区(4.1)3.3 4.4 1.6 宮崎県(4.4)4.2 --静岡県

(3.8)3.7 4.7 2.5 合計(3.5)3.0 4.1 1.8 鹿児島県(4.1)3.8 4.1 2.5 愛知県
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小・中学校の退職者数の推移と見通し

（出典）令和４年度文部科学省調べ
（注１）令和３年度末までは、都道府県等の実績の積み上げ（初等中等教育局財務課調べ）
（注２）令和４年度末以降は、令和４年７月末時点の都道府県等の推計の積み上げ（初等中等教育局財務課調べ）
（注３）養護教諭等を除く
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小・中学校の採用者数の推移と見通し

（出典）令和４年度文部科学省調べ
（注１）令和４年度までは、「公立学校教員採用選考試験の実施状況」（文部科学省調べ）
（注２）令和５年度以降は、令和４年７月時点の都道府県等の推計の積み上げ（初等中等教育局財務課調べ）
（注３）養護教諭等を除く
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小学校

公立学校年齢別教員数（令和４年度）

（出典）文部科学省調べ
（注１）令和4年5月1日現在で在職する正規教員の数（校⾧，副校⾧，教頭，主幹教諭，指導教諭，教諭，助教諭，講師（非常勤講師を除く。））
（注２）年齢は、令和4年度末時点

合計 平均年齢
【小学校】 336,767人 41.1歳
【中学校】 185,947人 41.9歳

合計 平均年齢
【高校】 134,312人 44.7歳
【合計】 657,026人 42.1歳
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50歳以上
21.0万人
（32.0%）

20～29歳
11.0万人
（16.8%）

30～39歳
18.5万人
（28.2%）

40～49歳
15.1万人
（23.0%）
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教員採用選考試験の早期化・複数回実施について

〇 現在、採用選考の時期は、概ね７月に筆記試験（第一次選考）、８月に面接、９・１０月に合格と
なっている。

〇 一方、民間企業の就職活動は一層早期化しており、就職活動への不安から、少しでも安定した就職先
を決めたい学生は、教師を目指していても先に民間企業に就職先を決めてしまうとの指摘。

⇒ 教員採用についても、第一次選考の時期を１～２カ月前倒しすること等について検討・協議

教員採用選考の在り方に関する関係協議会

【目的】
「令和の日本型学校教育」を担う教師の在り方特別部会での検討状況を踏まえ、早期化、複数回実施をはじめとする教

員採用選考試験の在り方を検討する。

【検討事項】
・教員採用試験の早期化・複数回実施
・通年にわたる教員採用 等

【構成員】
・文部科学省 ・日本教育大学協会
・都道府県・政令指定都市教育委員会 ・全国私立大学教職課程協会
（オブザーバー）
・独立行政法人 教職員支援機構 ・全国特別支援学校⾧会
・全国連合小学校⾧会 ・全国国公立幼稚園・こども園⾧会
・全日本中学校⾧会 ・全日本私立幼稚園連合会
・全国高等学校⾧協会 ・全国知事会
※令和４年10月に設置、これまで合計６回開催
※令和５年５月頃、今後の方針取りまとめ予定



２．教師不足について
（P.14～17）
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 臨時的任用教員等の確保ができず、実際に学校に配置されている教師の数が、各都道府県・指定都市等の教育委員会において学校に配置することと
している教師の数（配当数）を満たしておらず欠員が生じる「教師不足」について、各都道府県・政令市教育委員会等（計68）を対象に令和３年度
５月１日時点等での状況を調査。

 令和３年度の小・中学校の「教師不足」人数（不足率）は５月１日時点では1,701人（0.28%）。なお、「公立義務教育諸学校の学級編制及
び教職員定数の標準に関する法律（義務標準法）」に基づき算定される小・中学校の定数に対する充足率は、全国平均で101.8%。

 高等学校については、５月１日時点で159人（0.10%）。特別支援学校については205人（0.26%）。

（注１）「学校に配置されている教師の数」は、正規教員・臨時的任用教員・非常勤講師・再任用教員の人数（養護教諭・栄養教諭等を除く）。
（注２）「学校に配当されている定数」は、義務標準法等に基づき算定される教職員定数ではなく、各都道府県・指定都市等の教育委員会において学校に配置することとしている教

師の数。なお、都道府県・指定都市等の教育委員会独自で置く定数を含むが、域内の市（指定都市を除く。）町村教育委員会等独自で置く定数は含まない。
（注３）一部の自治体では当初配置を予定していた教員定数を上回って教師を配置しており、この場合は不足数を「0」として計算。そのため、上記において、(B-A)と「不足(C)」が一

致しない。

「教師不足」に関する実態調査（令和３年度実施）①

割合
(E/D)

教師不足が生じている
学校数(E)

全体の学校数
(D)

不足率
(C/B)

不足
(C)

学校に配当されている定数
(B)

学校に配置されている教師の数
(A)学校種

4.2%79418,9910.26%979380,198379,598小学校

6.0%5569,3240.33%722219,123218,504中学校

4.8%1,35028,3150.28%1,701599,321598,102小・中学校合計

3.5%1213,5020.10%159159,837159,688高等学校

11.0%1201,0860.26%20578,63278,474特別支援学校

4.8%1,59132,9030.25%2,065837,790836,264合計

（表１） 令和３年度５月１日時点での各学校種における「教師不足」

割合
(E/D)

教師不足が生じている
学校数(E)

全体の学校数
(D)

不足率
(C/B)

不足
(C)

学校に配当されている定数
(B)

学校に配置されている教師の数
(A)学校種

4.9%93718,9910.32%1,218379,345378,481小学校

7.0%6499,3240.40%868218,641217,856中学校

5.6%1,58628,3150.35%2,086597,986596,337小・中学校合計

4.8%1693,5020.14%217159,576159,368高等学校

13.1%1421,0860.32%25578,51778,309特別支援学校

5.8%1,89732,9030.31%2,558836,079834,014合計

（参考） 令和３年度始業日時点での各学校種における「教師不足」
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 小学校における本来学級担任ではない役割の教師が学級担任を代替する「学級担任不足」は５月１日時点で全国で474件。
 学級担任を代替しているのは、①指導体制の充実のために配置を予定していた教員（143件）と②生徒指導の充実のため配置された教師（37件） 、

③主幹教諭・指導教諭・教務主任（205件）の他に、④管理職が代替するケース（53件）も存在。
 中学校および高等学校において、当該教科の教師がいないことにより当該教科の必要な授業を行えていないという「教科担任不足」の発生している例は、

５月１日時点で中学校で16校、高等学校で５校。ただし、教育委員会に対し聞き取りを行ったところ、５月中には概ね解消、遅くとも7月時点ではす
べて解消している。

「教師不足」に関する実態調査（令和３年度実施）②

高等学校中学校

学校数担当教科学校数担当教科学校数担当教科

1国語1技術1数学

1理科8家庭1理科

1保健体育1
外国語

（英語）2音楽

2家庭16合計2美術

5合計

（表３）令和３年度５月１日時点での中学校・高等学校における「教科担任不足」の状況

（参考）中学校全体は9,324校、高等学校全体は3,502校。

（表２） 令和３年度５月１日時点での小学校における学級担任の代替状況

左記が生じている
学校数

左記の内訳

本来の学級担任を
代替している人数

小学校の学級担任
の総数 ⑤ その他④校⾧・副校⾧・教頭

③主幹教諭・指
導教諭・教務主

任

②児童生徒支援など
の運営体制の充実の
ために配置を予定して

いた教員

①指導方法工夫改善
などの指導体制の充実
のために配置を予定し

ていた教員

367365320537143
474268,201小学校の

学級担任不足 (0.18%)

（注）⑤のその他には、初任者研修に係る拠点校指導教員などを含む。
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 教育委員会が認識している「教師不足」の発生要因としては、産休・育休取得者数、特別支援学級数、病休者数の増加により必要となる臨時的
任用教員が見込みより増加したこと。

 また、もともと臨時的任用教員として勤務していた者の正規採用が進んだこと、臨時的任用教員のなり手がすでに他の学校や民間企業等に就
職済であることによる講師名簿登載者の減少が大きい。

「教師不足」に関する実態調査（令和３年度実施）③

⑧ 臨時的任用教員等のなり手が免許状の未更新
又は更新手続の負担感等により採用不可

16
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「教師不足」に対する文部科学省の取組について

定義:臨時的任用教員等の確保ができず、実際に学校に配置されている教師の数が、各都道府県・指定都市等の教育委員会において学校に配置
することとしている教師の数（配当数）を満たしておらず欠員が生じること

要因:①産休・育休取得者数、特別支援学級数、病休者数の増加による臨時的任用教員の見込み以上の必要数の増加
②大量退職・大量採用に伴う採用倍率低下等による、講師名簿登載者の減少（臨時的任用職員のなり手の減少）

 休眠免許等保持者の円滑な入職の促進
・教職員支援機構等において、教壇に立つにあたり必要となる基礎
的内容をまとめた研修コンテンツを提供
・各自治体において実施している休眠免許等保持者を対象とした講
習会の実施例の周知促進

１．「教師不足」の定義・要因

２．短期的な対応策（教員免許保持者の入職促進）

３．⾧期的な対応策（免許取得者・教職志願者の増加）

 教員採用選考試験の改善等
・採用選考の早期化や複数回実施など、国・任命権者・大学関係者
等の関係者協議を設置し５月頃までに方向性を示すべく協議中
・各教育委員会における特別な採用選考の拡充（採用選考合格後、
最大２年間免許取得を猶予する選考等）
・教育実習時期の見直しを含む教職課程の弾力化（早期からの学校
現場での体験等）
・特別免許状の活用等による、優れた知識経験等を有する多様な人
材（理系人材、IT人材、アスリート、アーティスト等）の確保

 学校における働き方改革の一層の推進
・小学校35人学級の計画的整備や高学年における教科担任制の推進
を含む教員定数の改善
・教員業務支援員等の支援スタッフの充実
・校務のデジタル化等の学校DXの推進

 教師のメンタルヘルス対策
・令和５年度予算において、各教育委員会が専門家等と協力しなが
ら、病気休職の原因分析や復職支援を含むメンタルヘルス対策等に
関するモデル事業を実施予定

 産休・育休代替教師の安定的確保のための加配定数による支援
・年度の初期頃に産休・育休を取得することが見込まれる教師の代
替者について、年度当初から任用する自治体の取組を支援

 「学校・子供応援サポーター人材バンク」の名簿提供
・講師等のなり手確保のため、文部科学省「学校・子供応援サポー
ター人材バンク」に登録された人材の名簿を各教育委員会に提供

 教師の処遇改善
・令和４年度に教員勤務実態調査を実施。令和５年の春頃に調査
結果の速報値を公表した後、その結果等を踏まえ、給特法等の法
制的な枠組みを含めた教師の処遇等の在り方を検討

 各教育委員会における正規教員の比率向上
・各教育委員会における計画的な正規教員および教員採用計画の
中で、全国の状況を参照しつつ、目標とする正規教員の割合等を
設定し採用することを文部科学省から促進

 教職に関する情報発信
・令和４年12月の中央教育審議会答申も踏まえ、教職に関する情
報を、高校生や大学生、社会人等へ広く発信し、教職への理解を
深めるとともに、教職志望者の増加を図るため、教育人材に係る
全国各地の情報を一覧できる機能を備えた「教育人材総合支援
ポータルサイト」を文部科学省HPに開設し、広く関係者へ活用を
促進。
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３．教員免許について
（P.19～22）

18



教員は、教育職員免許法により授与される各相当の免許状を有
する者でなければならない（免許法第３条第１項）。

2． 免許状主義と開放制の原則

免許状主義

我が国の教員養成は、一般大学と教員養成系大学とがそ
れぞれの特色を発揮しつつ行っている。

開放制の原則

① 普通免許状 ② 特別免許状 ③ 臨時免許状
（有効期限３年）

それぞれ学校種別 （ 中学校・高等学校については教科別 ）

○ 授与権者:都道府県教育委員会

○ 免許状の有効範囲

・普通免許状 : 全ての都道府県

・特別免許状 授与を受けた
都道府県内・臨時免許状

専修免許状（修士課程修了程度）

一種免許状（大学卒業程度）

二種免許状（短大卒業程度）

3．免許状の種類

我が国の教員免許制度について

１． 教員免許制度の意義

公の教育を担う教員の資質の保持及び向上並びにその証明を目的とする制度

19



① 大学における養成

② 教員資格認定試験（幼稚園、小学校）の合格

③ 現職教員の自主的な研鑽を促すため、一定の教職経験や大学等で所要単位により、上位区分、隣接学校種、同校種他教科の免許状を授与する
途を開いている。

学士の学位等 教職課程の履修 教員免許状＋ ⇒教科及び教職に関する科目

普通免許状

普通免許状を有する者を採用できない場合に限り、例外的に
授与する「助教諭」の免許状

○ 授与要件
都道府県教育委員会が行う教育職員検定の合格

免許状を有しない優れた知識経験を有する社会人を学校現場へ迎え入れる
ため、都道府県教育委員会が行う教育職員検定の合格により授与する「教
諭」の免許状（学校種及び教科ごとに授与）

○ 授与要件
① 担当教科に関する専門的な知識経験や技能を有すること
② 社会的信望・教員の職務を行うのに必要な熱意と識見を有すること

特別免許状 臨時免許状

多様な専門的知識・経験を有する人を教科の学習に迎え入れ
ることにより、学校教育の多様化への対応や活性化を図ることを目
的とした制度。教員免許状を有しない非常勤講師が、教科の領
域の一部を担任することが可能（任命・雇用する者が、あらかじ
め都道府県教育委員会に届出をすることが必要）。

① 特別非常勤講師

中学校、高等学校、中等教育学校の前期課程・後期課程、特別支援学校
の中学部・高等部において、相当の免許状を所有する者を教科担任として採
用することができない場合に、校内の他の教科の教員免許状を所有する教諭
等（講師は不可）が、１年に限り、免許外の教科の担任をすることが可能

（校⾧及び教諭等が、都道府県教育委員会に申請し、許可を得ることが必要）。

②免許外教科担任制度

4．免許状主義の例外

※教育職員検定は、都道府県教育委員会が受験者の人物、学力、実務、身体について行うこととされており、具体的な授与基準等の細則は、都道府県ごとに定められている。
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R3年度授与件数： １８６，８５４件

（内訳） 専修免許状： １０，４７９件 一種免許状： １３５，９７０件 二種免許状： ４０，４０５件

R3年度授与件数： ３３４件

（平成元～R３年度総授与件数：２，２７６件）
R３年度授与件数： ９，７２０件

R３年度届出件数： １９，４３１件 R３年度許可件数： １０，０５９件
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二種一種専修各科目に含めることが必要な事項

163030
• 教科に関する専門的事項※１

• 各教科の指導法（情報通信技術の活用を含
む。）※２

教科及び教
科の指導法
に関する科
目

６1010

• 教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想
• 教職の意義及び教員の役割・職務内容（チーム

学校への対応を含む。）
• 教育に関する社会的、制度的又は経営的事項

（学校と地域との連携及び学校安全への対応を含
む。）

• 幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過
程

• 特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対
する理解※３

• 教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マ
ネジメントを含む。）

教育の基礎
的理解に関
する科目

６1010

• 道徳の理論及び指導法※４

• 総合的な学習の時間の指導法
• 特別活動の指導法
• 教育の方法及び技術
• 情報通信技術を活用した教育の理論及び方法
• 生徒指導の理論及び方法
• 教育相談（カウンセリングに関する基礎的な知識を

含む。）の理論及び方法
• 進路指導（キャリア教育に関する基礎的な事項を

含む。）の理論及び方法

道徳、総合
的な学習の
時間等の指
導法及び生
徒指導、教
育相談等に
関する科目

５５５• 教育実習教育実践に
関する科目 ２２２• 教職実践演習

２２26
大学が独自
に設定する
科目

375983

※１ 国語、社会、算数、理科、生活、音楽、図画工作、家庭、体育及び外国語（以下「国語等」という。）の教科に関する専門
的事項を含む科目のうち１以上の科目を修得

※２ 専修免許状又は一種免許状の場合は、国語等の教科の指導法に関する科目についてそれぞれ１単位以上、二種免許状の
場合には６以上教科の指導法に関する科目について、それぞれ１単位以上を修得

※３ １単位以上を修得
※４ 専修免許状又は一種免許状の場合は２単位以上、二種免許状の場合には１単位以上を修得
※５ 「教育職員免許法施行規則要の一部を改正する省令（令和３年文部科学省令第35号）」（令和３年８月４日公布、

令和４年４月１日施行）により、１単位以上を修得

（単位
） 二種一種専修各科目に含めることが必要な事項

122828
• 教科に関する専門的事項※１

• 各教科の指導法（情報通信技術の活用を含
む。）※２

教科及び教
科の指導法
に関する科
目

６1010

• 教育の理念並びに教育に関する歴史及び思想
• 教職の意義及び教員の役割・職務内容（チーム

学校への対応を含む。）
• 教育に関する社会的、制度的又は経営的事項

（学校と地域との連携及び学校安全への対応を含
む。）

• 幼児、児童及び生徒の心身の発達及び学習の過
程

• 特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対
する理解※３

• 教育課程の意義及び編成の方法（カリキュラム・マ
ネジメントを含む。）

教育の基礎
的理解に関
する科目

６1010

• 道徳の理論及び指導法※４

• 総合的な学習の時間の指導法
• 特別活動の指導法
• 教育の方法及び技術
• 情報通信技術を活用した教育の理論及び方法
• 生徒指導の理論及び方法
• 教育相談（カウンセリングに関する基礎的な知識を

含む。）の理論及び方法
• 進路指導（キャリア教育に関する基礎的な事項を

含む。）の理論及び方法

道徳、総合
的な学習の
時間等の指
導法及び生
徒指導、教
育相談等に
関する科目

５５５• 教育実習教育実践に
関する科目 ２２２• 教職実践演習

４４28
大学が独自
に設定する
科目

355983

 中学校教諭

※１ 例えば、数学の場合、代数学、幾何学、解析学、「確率論、統計学」、コンピュータについて、それぞれ１以上の科目を修
得

※２ 専修免許状又は一種免許状の場合は８単位以上、二種免許状の場合には２単位以上を修得
※３ １単位以上を修得
※４ 専修免許状又は一種免許状の場合は２単位以上、二種免許状の場合には１単位以上を修得
※５ 「教育職員免許法施行規則要の一部を改正する省令（令和３年文部科学省令第35号）」（令和３年８月４日

公布、令和４年４月１日施行）により、１単位以上を修得

（単位）

普通免許状の取得に当たって修得を要する単位

 小学校教諭
教科部分

教職部分 「日本国憲法」、「体育」、「外国語コミュニケーション」、
「数理、データ活用及び人工知能に関する科目」又は「情報機器の操作」（各２単位、計８単位）

※５※５

「日本国憲法」、「体育」、「外国語コミュニケーション」、
「数理、データ活用及び人工知能に関する科目」又は「情報機器の操作」（各２単位、計８単位）



カリキュラムマップ（イメージ）
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５．教員養成大学・学部、教職大学院の
機能強化・高度化について

（P.24～50）
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教員養成大学・学部及び大学院の近年の政策動向

■平成18年7月 今後の教員養成・免許制度の在り方について（中央教育審議会答申）

 研究者養成と高度専門職業人養成の機能が不分明だった大学院の諸機能を整理し、教員養成教育の改善・充実を図るため、教員養成に特化した専
門職大学院としての枠組み『教職大学院』制度の創設について提言

■平成24年8月 教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上方策について（中央教育審議会答申）

 教員を高度専門職として明確に位置付けるとともに「学び続ける教員像」の確立の必要性について提言
 特に修士レベルについては、教職大学院制度を発展・拡充し、全ての都道府県に設置を推進することを提言

■平成25年10月 大学院段階の教員養成の改革と充実等について
（教員の資質能力向上に係る当面の改善方策の実施に向けた協力者会議 報告書）

 国立の教員養成系修士課程は原則として、教職大学院に段階的に移行することとし、教職大学院の具体的な在り方について提言

■平成29年8月 教員需要の減少期における教員養成・研修機能の強化に向けて
（国立教員養成大学・学部、大学院、附属学校の改革に関する有識者会議 報告書）

 「エビデンスに基づいた教員養成機能の質の向上」「法定化された『協議会』を通じた地域との連携」「PDCAサイクルによる教員養成カリキュラムの質
保証」「教職大学院の機能拡充」「国立大学法人の第３期中期目標期間中に自らの規模や他大学との連携等について検討し一定の結論をまとめるこ
と」等について提言

■令和4年12月 『令和の日本型学校教育』を担う教師の養成・採用・研修等の在り方について（中央教育審議会答申）

 教員養成大学・学部、教職大学院の在り方に関し、学部と教職大学院との連携・接続の強化・実質化、教育委員会と大学の連携強化、教師養成に係る理
論と実践の往還を重視した人材育成の好循環の実現、教員就職率の向上、組織体制の見直しについて提言

■平成27年12月 これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について（中央教育審議会答申）

 教育委員会と大学等との協議・調整のための体制（教員育成協議会）の構築、教育委員会と大学等の協働による教員育成指標、研修計画の全国的な
整備、国が大綱的に教員育成指標の策定指針を提示、教職課程コアカリキュラムを関係者が協働で作成すること等を提言

■令和３年11月 『令和の日本型学校教育』を担う新たな教師の学びの姿の実現に向けて（中央教育審議会「令和の日

本型学校教育」を担う教師の在り方特別部会審議まとめ）

 免許更新制を発展的に解消し、「新たな教師の学びの姿」を実現し、教師の専門職性の高度化を進めていくこと等について提言
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２．教員養成系の大学院（修士課程・博士課程）

１．教員養成大学・学部

教員養成大学・学部は、教員に求められる高い資質の育成等を行っており、現在４５大学４５学部（うち単科大学１１）が設置されている。

入学定員
大学数

合計新課程教員養成課程

１２，４９４ 人１，５１８ 人１０，９７６ 人４５大学

出典：文部科学省総合教育政策局教育人材政策課調べ

国立の教員養成大学・学部及び大学院の現状

 課程・入学定員（令和５年度）

※新課程：都道府県教育委員会の教員採用数の減少などによる教員就職率の低下に伴い、昭和６２年度から教員養成課程の一部を教員以外の職業分野の人材や高い教養
と柔軟な思考力を身につけた人材を養成することを目的とした課程として改組したもの。新課程の定員は平成１２年度をピークに拡大し一定規模を保ってきたが、教
員の大量退職の増加による教員採用数の拡大にあわせて、平成１７年３月に教育分野に係る大学等の設置又は収容定員増に関する抑制方針を撤廃したことによ
り、教員養成課程への定員の振り替え等が進み、国立の教員養成大学・学部においては、初等中等教育を担う教員の質の向上に目的を特化させるため、原則、新
課程の廃止を進めている。

【修士課程】
国立の教員養成系修士課程における高度専門職業人としての教員養成機能は原則として、教職大学院へ段階的に移行することとしている。

入学定員専攻数研究科数大学数

８０６人１８１３１６ 大学

 設置状況（令和５年度）

【博士課程】
教員養成学部自ら各教科の専門や教科教育学の分野における実践的かつ高度の研究能力を有し、将来教員養成学部の教員となる人材を
養成することなどを目的として設置。

 設置状況（令和４年度）

 連合大学院 東京学芸大学（入学定員：30名）、兵庫教育大学（入学定員：36名）
 共同教育課程 静岡大学・愛知教育大学（入学定員：4＋4名）
 単独設置 広島大学（入学定員：50名） ※広島大学では教育学、心理学、教科教育学等が統合された教育学習科学を構築するとともに、

その理論的・学際的・開発的・先端的な研究・教育を推進し実践する人材を育成。
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全国の国立の教員養成大学・学部の設置状況（令和５年度）

出典：文部科学省総合教育政策局教育人材政策課調べ 26

宮崎
［120］
（なし）

長崎
［180］
（なし）

大分
［150］
（なし）

福岡教育
［615］

（なし）
佐賀
［120］
（なし）

弘前
［160］
（なし）

岡山
［280］
（なし）

広島
［137］
（288）

島根（注１）

［130］
（なし）

香川

［160］
（なし）

鳴門教育
［100］

（なし）

愛媛

［160］
（なし）
高知

［130］
（なし）

静岡
［260］
（なし）

横浜国立
［200］
（なし）

上越教育
［160］（なし）

新潟
［180］（なし）

琉球
［140］
（なし）

埼玉
［380］ （なし）

山形（注２）

なし

千葉
［390］
（なし）

福島（注２）

なし

宮城教育
［345］

（なし）

東京学芸
［825］ （185）

岩手
［160］
（なし）

茨城
［275］
（なし）

宇都宮
（注４）

［170］
（なし）

秋田
［110］
（100）

熊本
［220］
（なし）

鹿児島
［190］
（なし）

山梨
［120］（なし）

群馬
（注４）

［190］
（なし）岐阜

［220］
（なし）

信州
［240］
（なし）

三重
［200］
（なし）

愛知教育

［729］
（130）

滋賀
［230］
（なし）

奈良
教育
［255］
（なし）

京都教育
［300］
（なし）

富山（注３）

［85］（なし）

福井
［100］
（なし）

金沢
［85］

（なし）

和歌山
［165］
（なし）

大阪
教育
［550］
（350）

兵庫
教育
［160］
（なし）

北海道教育
［720］
（465）

鳥取（注１）

なし山口
［180］
（なし）

（注）[ ]は、教員養成課程入学定員
(  )は、 〃 新課程入学定員

（注１）島根大学、鳥取大学については、平成16年４月より、
①島根大学教育学部は、教育学部として教員の計画養成を強化、
②鳥取大学教育地域科学部は、地域学部（一般学部）に改組し、役割分担を行った。

（注２）山形大学、福島大学については、平成17年４月より、
①山形大学教育学部は地域教育文化学部（一般学部）に、
②福島大学教育学部は人間発達文化学類（一般学部）に改組、
教員の養成は課程認定を受けた学科において引き続き行うこととなった。

（注３）富山大学については、平成18年４月より、人間発達学部に改組し、教員の養成は課程認定を
受けた学科において実施していたが、令和４年４月より金沢大学と共同で教育学部を開設。

（注４）群馬大学と宇都宮大学については、令和２年４月より、共同教育学部を設置。

（注５）鳴門教育大学、香川大学、愛媛大学、高知大学（及び徳島大学）は、大学等連携推進法人
「四国地域大学ネットワーク機構」を設置し、連携開設科目を活用した連携教育課程を令和
４年度から構築する予定。



卒業者数から
大学院等への
進学者と保育
士への就職者
を除いた数

卒業者未就職者
大学院
等への
進学者

就職者

教員・
保育士
以外への
就職者

保育士
への

就職者

教員就職者

うち
臨時的
任用

うち
正規
採用

10,248
(100％)11,405507

(4.9％)9662,890
(28.2％)1911,839

(17.9％)
5,012

(48.9％)
6,851

(66.9％)
R４.3
卒業者

10,359
(100％)11,448592

(5.7％)9283,015
(29.1％)1611,753

(16.9％)
4,999

(48.3％)
6,752

(65.2％)
R3.3
卒業者

10,151
(100%)11,350483

(4.8%)1,0003,135
(30.9%)1991,717

(16.9%)
4,816

(47.4%)
6,533

(64.4%)
R2.3
卒業者

9,851
(100%)11,089535

(5.4%)1,0582,840
(28.8%)1801,962

(19.9%)
4,514

(45.8%)
6,476

(65.7%)
H31.3
卒業者

9,640
(100%)10,960495

(5.1%)1,1622,688
(27.9%)1582,192

(22.7%)
4,265

(44.2%)
6,457

(67.0%)
H30.3
卒業者

○過去5年間では、人数、割合共に「正規採用者」及び「教員・保育士以外への就職者」が増加する一方、「臨時的任用」及び「未就職者」は減少傾向

国立の教員養成大学・学部の就職状況

※括弧内の割合は卒業者数から大学院等への進学者と保育士への就職者を除いた数を母数としたもの

出典：文部科学省総合教育政策局教育人材政策課調べ
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国立の教員養成大学・学部卒業者の教員就職状況の推移

出典:文部科学省総合教育政策局教育人材政策課調べ
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教師としての就職を促す大学の取組事例①
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【福岡教育大学】九州の広域拠点的役割を果たす実践型教員養成機能への質的転換

• 平成28年度からの①入試，②カリキュラム，③課程外活動，④学生
指導体制の一体的な改革により，地域社会の期待に応えられる教育実
践力に優れた教員を輩出する。

①大学入学者選抜での推薦入試拡大や小論文・面接の導入による教職に
意欲・適性・基礎力のある学生の確保。

②初等教育教員養成課程での選修制廃止をはじめとする全課程でのカリ
キュラム改革，特別支援教育教員養成課程での初等教育部と中等教育
部の分化等による各課程としての教育の充実。

③英語習得院設置，ボランティア活動や部・サークル活動の促進，図書
館整備による自主的・自発的な学びの機会の拡充，カリキュラムでは
修得しにくい資質能力の育成。

④教職教育院を中心とした指導体制の整備，クラス担任制による１年次
からの教職指導の充実，学生生活の充実の支援。

教育学部（教員養成課程）
教員就職状況及び教員志望状況

【大分大学】教採合格率の飛躍的アップを実現した実践的教師力育成の取組

• 正規の授業として，学部教員と現場教員による指導のもと公
立小中学校で実際に授業を行う「授業づくり実践講座」を受
講した学生の教採合格率は92％，大分市教育員会と連携し
て支援要請のあった小中学校に学生を派遣して教師の教育活
動を補助する「教育支援実践研究Ⅱ」を受講した学生の教採
合格率は78％であった。正課外でも教採スタートアップ講
座，授業力育成講座，教育臨床講座，教採対策ゼミ等の他，
千数百回に及ぶ個別指導（模擬授業，場面指導，集団討論，
面接指導，体育実技，音楽実技，英会話・英語表現，論作文
対策，願書添削）を行っている。平成29年度は12～16人の
教員から指導を受けた学生の教採合格率は100％，8～11人
の学生の合格率は83％，4～7人の学生の合格率は67％，0
～3人の学生の合格率は43％であった。

平成30年７月「国立教員養成大学・学部、大学院、附属学校の改革に関する取組状況について」より抜粋 29
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【熊本大学】教育学部における実践型教員養成カリキュラム

• 学生に学校や児童生徒と関わる機会を設定することで，実戦的指導力
を有する教員としての自覚と基礎的な資質を育成することを目的とし
て，平成27年度から，近隣の連携協力校での教職体験や，小学生を
多数招いた体育祭の企画・運営等をポイント化し，単位化する独自科
目「教職実践基礎演習」(選択科目）を１・２年次に導入した。

• 平成３０年度からは１年次で集中的に履修する「教職実践基礎セミ
ナー」に変更し，小学校教員養成課程での必修化を行った。班別に分
かれた独自の活動として，教材づくりや現地調査などの学習活動を自
由に行う取組を取り入れなど，内容の充実を図っている。

• 同演習は熊本市教育委員会との連携事業の一環として位置づけられて
おり，連携協力校２校には教員が加配されるなどの措置が取られてい
る。

• その効果として，学生は子供達との触れ合いを通してやりがいと喜び
を感じ，教職への意欲やステップアップへの原動力が生まれている。 連携協力校での教職体験

教師としての就職を促す大学の取組事例②

【北海道教育大学】教員養成の質保証サイクルの確立

• 北海道教育委員会，札幌市教育委員会，公立学校，報道機関
有識者等を構成員とした「教員養成改革推進外部委員会」及
び本学教員・学生を構成員とした「学生の意見を取り入れた
授業・教育課程評価委員会」を設置し，ステークホルダーの
意見等を取り入れた改善を進めている。

• 教育実習前の時点における学びの一定レベルを確保するため
の一方策として「教育実習前CBT」を開発し，実施している。
将来的には，私立大学を含め全国の教員養成大学・学部にお
いて「教育実習前CBT」が活用される仕組みの構築を目指す。

• 卒業後５年目の卒業生を対象とした「卒業後の動向調査」の
実施により，期限付教員から正規教員への推移，他の職種か
ら教員への転職状況及び離職状況等を把握している。

平成30年７月「国立教員養成大学・学部、大学院、附属学校の改革に関する取組状況について」より抜粋
30



教師としての就職を促す大学の取組事例③

【千葉大学】理論と実践の往還型教育実習プログラム
• 千葉大学教育学部に常設委員会として設置されている教員養成カリ

キュラム委員会で開発された理論と実践の往還型教育実習プログラム。
• 教育学部附属中学校で実施される教育実習を平成27年度から1週＋3週

の形とし，大学における教科教育法の授業（各教科の「教育実践研
究」２単位）と連携させる取組。

• 各教科の「教育実践研究」の前半で教材及び指導法について研究，教
育実習における学習指導の構想・立案，模擬授業の実施と振り返りな
どを行い，その後に1週間の教育実習を実施。

• 1週間の実習中に事前に作成した学習指導計画をもとに，附属中学校教
員の指導を受け，授業の具体化を検討。

• 各教科の「教育実践研究」の後半で1週間の教育実習での成果と問題点
を精査するとともに，後期3週間の教育実習で取り扱う単元指導計画・
学習指導案作成をブラッシュアップし，模擬授業を再度実施。また，
この期間中にも必要に応じて附属中学校教員に相談。

• 単元を通した学習指導計画をもって，3週間の教育実習を実施。

3年次前期
各教科の教育実践研究

教育実習での授業構想
を練り，教材及び指導
法の研究，学習指導案
の立案，模擬授業の実
施など。

1週間の教育実習

４年次後期
(教育実習事後指導）

３年次学生の精錬授業
を参観し，自身の教育実
習を振り返って授業・学
習指導を評価する力の
向上をはかる。

3週間の教育実習

3年次前期

各教科の教育実践研
究

①1週間の教育実習の
成果と問題点の精査。
②後期3週間の教育実

習の単元指導計画と学
習指導案の再検討など。

理論

実践

理論と実践の往還型教育実習プログラム

附属中学校教員の指導

教育学部教員の指導

31

平成30年７月「国立教員養成大学・学部、大学院、附属学校の改革に関する取組状況について」より抜粋

【愛媛大学】教員育成指標の養成段階と基盤形成期をつなぐ「えひめ教師塾」

• 平成27年度より，愛媛大学教育学部・教育学研究科と愛媛県総合
教育センターの連携事業として，「えひめ教師塾」を開催している。
愛媛県の教員志望者（大学4年生等）と教職経験10年目までの教員
や講師等を対象とした，指導技術の向上を図るための研修である。
毎回，異なる研修テーマを設定して5月～6月の土曜日に実施して
いる。本連携事業は，愛媛県教育委員会が定める教員育成指標の養
成段階と基盤形成期を架橋する研修事業として位置づけられている。
研修では本学学生が若手教員と共に学び交流する中で，指導技術の
向上に加え，教員生活全般のイメージが具体的なものとなり，教職
に対するモチベーションの一層の向上が認められている。平成30
年度は，全8回延べ575名（内若手教員186名，学生389名）が参
加した。教員採用試験合格という波及効果も認められており，学生
のうち，6回以上参加した者の教員採用試験合格率は，毎年85%を
越えている。なお，平成30年度は91%（40/44名）であった。

令和元年５月「国立教員養成大学・学部、大学院、附属学校の改革に関する取組状況について」より抜粋
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教師としての就職を促す大学の取組事例④

32

【北海道教育大学】教育実践力を身につけるための学校現場での体系的カリキュラム

【宮城教育大学】地域を担う教員づくりに向けた出身地域校での1年次学校インターンシップ
＜事業内容＞
• 入学段階から今日の学校現場，教職の実状を理解し，教職に

関する興味・関心・意欲を喚起する仕組みとして，１年次学
生に対して東北の出身地域校での学校インターンシップを導
入。

• 平成30 年度は宮城県の一部地域と青森県で実施し，対象地
域出身者の約8 割の学生が参加した。本学は東北地方出身者
が在学生の9 割を占めていることから，その他の東北各県と
も平成31年度以降の実施に向けて協議中。

＜事業成果＞
• 宮城県ではこの事業の有効性が認められ，平成31年度から

県教育委員会が事業実施主体となって仙台市に所在する大学
を巻き込んだ形の事業へと発展させるべく，検討が進んでい
る。

• 平成31年度に岩手県，山形市において，また令和２年度に
秋田県においても実施予定。

実施後のアンケートでの
参加学生からの回答

「参加してよかった」
「教職に就きたいという思い
を一層強くした」

「実際に現場に行くことで出身
地域の教育の状況をより深く
知ることが出来た」

受入側となる教育委員会および学校からも高い評価を得ている。

• 本学では，‘理論と実践の往還’を実質化するために，1年次からの学校体験を含む
「アカデミックスキル」(※），「教育実習」，「教育フィールド研究」等の科目を
体系的に開設し，4年間を通じて，教員養成課程札幌校では856時間，旭川校791時
間，釧路校1,102時間の学校現場体験で，’実践力’を磨く施策を展開している。（以
下の①～③は釧路校での事例）
①「教育フィールド研究Ⅰ」（１年次），「基礎実習」（２年次）及び「教育実習

Ⅰ」（３年次）では，同一校で現場体験でき，年次を超えて子どもの発達を実感
できる（右表参照）。これにより学生は，「子どもの⾧期的成⾧が分かる」とい
う教育観や子ども理解が 深まることにより，次の実習への意欲を高め，教員志
望の気持ちを持続することができる。

②「基礎実習」と「教育実習Ⅰ」に関しては，異学年の学生が同時期に同一校で現
場体験することにより，先輩学生・後輩学生双方のリーダーシップ効果やフォロ
ワーシップ効果・模倣学習効果が見られる。

③へき地・小規模校での体験実習では92%の学生が高評価し，「教職について見つ
める機会になった」という教職意識向上に繋がるアンケート結果が得られた。

• 釧路校の事例をモデルとし，札幌校及び旭川校の特色を活かした活用方法を模索す
る予定。

○学校現場体験科目（釧路校での事例）

10月～12
月

9月～11月8～9月4月～7月

教育ﾌｨｰﾙ
ﾄﾞ研究Ⅰ

学校体験
※

1年次

教育ﾌｨｰﾙ
ﾄﾞ研究Ⅲ

・基礎実
習
・へき地
校
体験実習
Ⅰ

教育ﾌｨｰﾙ
ﾄﾞ
研究Ⅱ

2年次

教育ﾌｨｰﾙ
ﾄﾞ研究Ⅳ

へき地校
体験実習
Ⅱ

教育実習
Ⅰ

3年次

へき地校
体験実習
Ⅲ

教育実習
Ⅱ

4年次

※授業科目「ｱｶﾃﾞﾐｯｸｽｷﾙ」内で実施

左記①,②

左記①

左記③

左記③

令和元年５月「国立教員養成大学・学部、大学院、附属学校の改革に関する取組状況について」より抜粋
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高大接続に係る大学の取組事例①

33

【香川大学】高大接続・教育委員会と連携した香川県立坂出高校教育創造コースへの協力

• 香川大学教育学部との連携により，平成29年度に県立坂出高校
に「教育創造コース」が創設された。このコースの教育プログラ
ムに対して，教育学部と附属学校園が協力している。とくに教育
プログラムの中心となる総合的な学習の時間に，大学教員による
出前授業，グループ研究へのアドバイス等の支援を行うとともに，
附属学校園が実践的な学びのフィールドを提供している。

• 坂出高校教育創造コースの生徒たちは，1年次に附属坂出小学校
を4回，2年次には附属幼稚園を3回，附属坂出中学校を2回，附
属特別支援学校を1回訪問した。幼稚園では園児と一緒に遊び，
小学校では教科学習の補助や給食指導を行った。

• 県立坂出高校「教育創造コース」の創設と教育プログラムへの協
力，さらには入試改革を含む高大接続の取り組みにより，県内高
校出身の教育学部志願者を安定的に確保し，高校段階から地元で
働く教員として必要な資質能力の素地を養うことができる。

左記の取組に関する
図・絵・写真等を入れてください。

【静岡大学】高大接続プログラム「プロジェクトひよっこ先生」

• 教職への志向性・適性の高い学生確保のため，一部専攻で思考・判
断・表現を見る入試方式の導入，令和３年度入試から前後期日程試験
への小論文導入を決定・公表するなどの入試改革を進めている。また，
本学教育学部の学生確保策と，静岡県教育委員会が課題とする教員志
望者増への貢献・協力とを兼ねて，平成29年度より，新しいタイプ
の高大接続プログラム「プロジェクトひよっこ先生」を実施している。

• 教員志望の県内高校生を募集し，大学祭当日に大学生が小学生を集め
て交流する「子ども大会」へのアシスト参加，現職小学校教員（教職
大学院の現職教員学生）からの事前・事後指導など密度濃い交流体験
機会を組織している。教員から助言を受け，大学生が子どもと接する
様子も参考にしながら，実際に自ら小学生と関わる経験を通して，課
題意識や教職志望を深めている。平成29年度参加者では44.4％が入
試で本学教育学部を志願，参加者全体の33.3％が合格と，着実に成
果をあげている。

子ども大会開始前(左が高校生) 現職小学校教員とのふり返り

令和元年５月「国立教員養成大学・学部、大学院、附属学校の改革に関する取組状況について」より抜粋
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高大接続に係る大学の取組事例②

【奈良教育大学】高校生版教員養成プログラム「奈良県次世代教員養成塾」の策定と実施

• 奈良県の小学校教員を目指す高校生を対象に，未来の奈良県教育
を担う人材を育成することを目的として，高校生版教員養成プロ
グラム「奈良県次世代教員養成塾」（前期:高校在学時受講，後
期:大学在学時受講）を，本学と奈良県教育委員会との協働で開
発した。地域密接型の教員養成大学として，教育委員会との連
携・協働による新たな取組である。

• 本プログラムは，小学校教員を志す県内の高等学校等に在籍する
生徒を対象にするもので，平成30年10月より，本学の他，県内
に法人本部を置く教職課程をもつ大学（畿央大学，帝塚山大学，
奈良学園大学，奈良女子大学，大和大学）を加え，75名の高校
生を集めて実施した。

• プログラム前期の内容は，①「パーソナリティ・資質に関する内
容」，②「学習力・授業力に関する内容」，③「キャリアデザイ
ンに関する内容」による全10回で構成されており，開発に携
わった本学教員の研究知見，実践知見が反映されている。

令和元年５月「国立教員養成大学・学部、大学院、附属学校の改革に関する取組状況について」より抜粋
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大学間連携に係る取組事例①

平成30年７月「国立教員養成大学・学部、大学院、附属学校の改革に関する取組状況について」より抜粋

【島根大学】山陰教師教育コンソーシアムの設立

平成16年度に鳥取大学との再編統合により，島根大学は山陰地域での
中核的教員養成機関となった。平成28年の教職大学院設置に合わせて，
大学と地域が一体となり，山陰地域の教員のキャリアを生涯にわたって
支援する連携協力組織「山陰教師教育コンソーシアム」を島根・鳥取両
県の教育委員会と大学が協働で設立した。同組織には以下の特色がある。
• 連携協力推進会議などを通して，山陰地域の教育課題や現代的課題を

踏まえた教員養成・採用・研修について継続的な協議を行っている。
• 学部・教職大学院教育の評価委員会（授業参観，学生面接など）を設

け，地域課題への対応など外部評価者の意見をカリキュラム改善に活
かしている。（例）学部科目「山陰地域の教育課題」の新設など

• 現職教員研修プログラム開発，教師力育成・評価プログラム開発など
のプロジェクト部門を設け，両県の教員を対象とする研修プログラム
や教員育成指標の協働開発を行っている。
（例）大学での現職教員研修（年4週間)や教職大学院主催の研修など
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【鳴門教育大学】 ４教育大学連携によるBP（いじめ防止支援）プロジェクト
• 平成27年度から，4教育大学（宮城教育大学，上越教育大学，鳴門教

育大学，福岡教育大学）連携を本学が取りまとめ，我が国のいじめ問
題の根本的な克服に向けた「BP（いじめ防止支援）プロジェクト」
を推進している。

• 平成30年度は，4大学が各地域で開催した研修会に約500名の参加者
と，4大学が東京で共同開催したシンポジウムに約170名の参加者を
得るとともに，作成した冊子「学校現場で役立つ『いじめ防止対策』
の要点」を2,800部配付し,各地域の指導主事研修で活用されるなど，
プロジェクトの研究成果を発信・還元した。

• プロジェクトの成果は各構成大学のカリキュラムへ反映（平成30年
度鳴門教育大学:「生徒指導の理論と実践」等，学部３科目405人，
大学院５科目219人が受講）されるとともに，教員免許状更新講習や
教員研修にも活用され，いじめ防止へ一歩進んだ支援を展開している。
（BP（Bullying Prevention）:いじめ防止）

大学間連携に係る取組事例②

令和元年５月「国立教員養成大学・学部、大学院、附属学校の改革に関する取組状況について」より抜粋36

【宇都宮大学】共同教育学部の開設に向けた検討

• 共同教育学部の開設に向けた具体的な議論を行うため，宇都宮大
学・群馬大学の両学⾧・理事・学部⾧等を構成メンバーとする
「教育学部の連携・協力に関する協議会」を設立し，連携WGを
組織し，平成32年度の開設を目指して，カリキュラム，時間割，
入試などの検討を鋭意行っている。

• 共同教育学部の設置により，両大学の強みを生かしたカリキュラ
ム・授業構成が可能となり質の高い教員養成が実現できるだけで
なく，情報化社会やグローバル化への対応が可能になるなどの相
乗効果が期待される。特別支援学校教諭免許については5 領域全
てをカバーできる見通しがついた。

• 入試については，前期日程試験を統一する合意を確定し，平成
31年1 月に「設置構想中」で変更点の予告を行った。主な高校
への説明も始めており，概ね良好な反応を得ている。

スタッフ充
実で幅広く
深い内容の
授業実施！

両大学生交
流でコミュ
ニケーション
能力UP！

学校で求め
られる教育
課題への対
応UP！

特別支援学
校教諭の養
成領域が拡
大！

斉一科目 互いの強み・専門を組合せ
た高い質と幅の共同教育

資源共有で
先端課題解
決科目群の
創設！

一括クラス
の導入と教
職特別演習
の新設！

双方向の遠隔メディアによる同時受講
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２．教職大学院の特性（既存の修士課程との違い）

３．現状

① 設置大学数【令和５年度】 ： ５４大学（国立大学４７校、私立大学７校）
② 教員就職率（※）【令和３年３月修了者】： ９１．０％

（参考）国立教員養成大学・学部の学部新卒者の教員就職率：６５．２％（令和３年３月卒業者）
（※）現職教員学生を除く教職大学院修了者のうち教員に就職した者（臨時的任用を含む）の割合を指す。

③ 入学定員充足率【令和３年度】 ： ７８．６％ （前年度より２．４％減）
④ 志願者数【令和３年度】 ： ２，３３６人 （前年度より９９人増）
⑤ 入学者数【令和３年度】 ： １，９２７人 （前年度より１０４人増）

（現職教員：７９３人（４１％）学部新卒学生等：１，１３４人（５９％））

１．教職大学院の目的及び機能

平成１９年度に、高度専門職業人養成としての教員養成に特化した専門職大学院として制度化。
（平成２０年度から開設）
① 学部段階での資質能力を修得した者の中から、さらにより実践的な指導力・展開力を備え、新しい学校づくりの有力な

一員となり得る新人教員の養成。
② 現職教員を対象に、地域や学校における指導的役割を果たし得る教員等として不可欠な確かな指導倫理と優れた実践

力・応用力を備えたスクールリーダーの養成。

教員養成系修士課程教職大学院

３０単位以上
修士論文の作成（研究指導）

４５単位以上 （うち１０単位以上は学校等での実習）修了要件

大半が研究者４割以上は教職経験者等の実務家教員教員

研究指導が中心①事例研究、現地調査、双方向・多方向に行われる討論・質疑応答
②学校実習及び共通科目を必修とした体系的な教育課程

授業方法

修士（教育学）教職修士（専門職）学位

出典：文部科学省総合教育政策局教育人材政策課調べ

教職大学院（専門職学位課程）制度の概要
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宮崎
（20）

長崎
（28）

大分
（20）

福岡教育

（50）
佐賀
（20）

弘前
（18）

岡山
（45）

広島
（30）

島根
（20）

香川
（20）

鳴門教育

（180）

愛媛
（40）

高知
（15）

静岡（45）
常葉（20）

横浜国立

（60）

上越教育

（190）
新潟

（20）

琉球
（20）

埼玉
（52）

山形
（20）

千葉

（20）
聖徳

（15）

福島
（12）

宮城教育

（52）

東京学芸（210）
創価（25）
玉川（20）
帝京（30）

早稲田（60）

岩手
（16）

茨城
（43）宇都宮

（18）

秋田
（20）

熊本
（30）

鹿児島

（20）

山梨
（38）

群馬
（20）岐阜

（40）

信州
（30）

三重
（25）

愛知教育

（120）

滋賀
（35）

奈良教育

（50）

京都教育
(注)

（95）
立命館

（35）

富山
（14）

福井(注)

（60）
金沢
（15）

和歌山

（30）

大阪教育
(注)

（150）

兵庫教育

（155）

北海道教育
（80）

国立大学：47大学（入学定員2,339人）
私立大学： 7大学（ 同 205人）

合 計 54大学（ 同 2,544人）
＊46都道府県で設置

大学名の下の（ ）は入学定員

（鳥取）
※島根大

で養成山口
（28）

全国の教職大学院の設置状況（令和５年度）

出典：文部科学省総合教育政策局教育人材政策課調べ 38

（注）連合教職大学院
・福井大学、奈良女子大学、岐阜聖徳学園大学
・京都教育大学、京都光華女子大学、京都産業大学、京都女子大学、京都橘大学、京都ノートルダム女子大学、

同志社大学、同志社女子大学、佛教大学、龍谷大学
・大阪教育大学、関西大学、近畿大学
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出典：文部科学省総合教育政策局教育人材政策課調べ

国私立の教職大学院の入学者数及び入学定員充足率の推移
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出典：文部科学省総合教育政策局教育人材政策課調べ

（人）

※1  教職大学院修了者のうち，現職教員学生を除いた場合の教員就職率を指す。
※2 「正規採用」は，国公私立の幼稚園，幼保連携型認定こども園，小，中，高等，中等教育，特別支援の各学校の常勤教員（養護教諭及び栄養教諭を含む）として就職した者を指す。
※3 「臨時的任用」は，１年以内の期限付きの教員や病休，産休，育児休業などの代替教員等として臨時的に任用（採用）された者を指す。
※4 「その他」は，主に大学院等進学者や教員・保育士以外への就職者等を指す。

現職教員学生を
除く修了者数

教職大学院修了者の教員就職状況
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【宮城教育大学】行政インターンシップの実施

【東京学芸大学】総合型教職大学院の整備及び教員養成の高度化に向けた他大学との連携協定の締結

• 平成28年度から管理職となる人材育成コースの現職派遣学生を対象として，全
国初の国，県，市町村レベルでの教育行政インターンシップ（計6週間）を実
施。宮城県教育委員会と連絡会を設置し，インターンシップ計画を協議・実施
している。国レベルでは文部科学省のインターン制を活用し，教員政策に関わ
る事項について幅広く学び，県レベルでは，各課の業務内容について実務に携
わりながら学ぶ。市町村レベルでは，教育⾧のシャドウイングの他，答弁書作
成等を介して，地方教育行政の運営について理解する。

• 上記を補完するものとして，附属学校園管理職，私立大学学⾧に対する聞き取
り調査，民間企業の幹部育成の観察等を行いリーダーシップ研究を行っている。

• これらから得られた知見について，宮城県教育⾧に教育政策提言を行う会をも
ち，まとめとした(右写真）。インターンシップ修了者は県内公立学校の管理
職として活躍しているが，カリキュラム・マネジメント力の向上を省察するこ
とにより効果測定を行うこととしている。

• 現職教員の教育・研修機能の強化，学部教育との一貫性の確保，教
科領域の学修ニーズ等に対応するために，新たに教科領域指導，特
別支援教育高度化，IB教員の養成，教育課題や現代的テーマ等に対
応するプログラムを拡充し，また，学校教育に関するニーズに広く
対応できるように平成31年度から規模を拡大し，入学定員210名の
総合型教職大学院の整備を図る。

• 総合型教職大学院の整備に伴い，教育学研究や教員養成を重視して
いる首都圏の国私立大学と教員養成高度化のための連携協定を締結
した（平成30年５月現在で学習院大学，国立音楽大学，上智大学，
中央大学，東京外国語大学，東京理科大学，文教大学，明星大学，
立教大学及び本学の10大学）。連携協議会構成校は，学部から教職
大学院への接続プログラム(スタートパスプログラム)に参加する学
生を推薦するとともに，協議会における意見交換を通じて教職大学
院の運営改善に参画する。

教職大学院の特色ある取組事例①

平成30年７月「国立教員養成大学・学部、大学院、附属学校の改革に関する取組状況について」より抜粋
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【岐阜大学】教育委員会と連携した学校管理職の養成

【和歌山大学】初任者研修履修証明プログラム

１ 背景
日本には学校管理職を養成するシステムは存在せず，学校経営に関す

る学修のないまま，赴任校でいきなり学校経営業務を担当する。学校管
理職を養成するためのシステムとコンテンツの形成が求められる。
２ 岐阜県教育委員会と連携した取組

学校管理職になる前の教員を対象とした養成を開始。
①教職大学院の再編:県教育委員会からの学校管理職候補者（教頭登用

試験合格者等）の派遣教員を対象とした「学校管理職養成コース」の
設置。教頭のコンピテンシーを養成するための教育行政実習や学校経
営実習を開発。

②岐阜県の教員研修:新任主幹教諭と新任教務主任への悉皆研修として，
学校管理職養成研修講習を開始。平成30年度から，希望者に対して

は
科目等履修制度の手続により，教職大学院の単位とする。

３ 取組の効果
受講者評価から，組織経営能力や組織開発能力の向上が認められた。

●概要
初任者の教員を対象に，「学び続ける教員」の育成を目指し，理論

と実践の往還による融合を意識した質の高い研修を行なう中で，教員
の実践力向上を図るプログラム。（平成28年度から実施）
●実施内容

和歌山市内の初任者10名を対象とし，
・月1回の教職大学院での学習(科目履修制度を利用)
・月3回の教職大学院教員による訪問指導・カンファレンス
・集中講義・合宿研修
等を実施。

●成果
・専修免許状のための単位取得(2年間科目履修等が必要)
・初任者を核とした若手教員の学びの場の創出と活性化
・現場での知識や経験を教職大学院教育に還元

拠点校指導教
員

大学教
員

大学教員

初任者若手教員

教頭

院生

熱気あふれるカンファレス

目標を共有する

授業評価シートを
用いた

初任者に

貸与され
るｉＰａｄを
用いて

教材研究や授
業設計は大学
の授業で深化

初任者カン
ファが校内研
修の場にも

教職大学院の特色ある取組事例②

平成30年７月「国立教員養成大学・学部、大学院、附属学校の改革に関する取組状況について」より抜粋
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【岡山大学】教職員研修等を教職大学院の単位として認定するラーニングポイント制

• 岡山県・岡山市教育委員会，（独）教職員支援機構，教育学研究科
及び教師教育開発センターによる現職教員を対象とした研修講座等
の修了証明をもって教職大学院で単位を認定・授与する「岡山大学
教職大学院ラーニングポイント制」を平成30年度に導入する。

• 教職大学院における単位の認定・授与に当たっては，現職教員に対
する複数の研修講座，公開セミナー等並びに教職大学院の一部の授
業科目を公開した研修講座を組み合せて，一定のまとまりのある学
修プログラムとしている。

• 上記の学修プログラムの修了者には，教育学研究科⾧より履修証明
書が交付され，これを教職大学院の学生（又は科目等履修生）とし
て入学時又は在学中に提示・申請することで，教職大学院の単位が
認定される（上限16単位）。

• 認定された単位により，教職大学院の修業年限の短縮や専修免許状
の取得が可能となる。

【宮崎大学】授業力向上フォロ－アップ事業

• 本学教員が，本学教職大学院の修了生が勤務する学校を訪問し，修了
後の継続的な学びを支援している。ストレート大学院生として在籍し
た者，現職教員学生として在籍した者など，修了生の経験等により
個々に異なる課題に対して，本学教員の専門性を生かした支援を展開
している。

• 勤務校をフィールドとする本事業は，修了生の教員としての資質向上
だけでなく，当該校における授業研究の質的向上及び同行する学部
生・大学院生の現場での学びの充実に寄与している。また，本事業に
よって得られた成果を本学教職大学院のカリキュラム等にフィード
バックし，教育の質保証を図っている。

• 教職大学院設置直後から実施している事業であり，平成28年度には
小・中・高合わせて26校を訪問し計30名の修了生を，平成29年度に
は同じく29校を訪問し計32名の修了生をそれぞれ支援した。

平成29年度は，新規採用者である修了生８名（ストレート大学院生として在籍）のほ
か，指導教諭として任用されている修了生４名（現職教員学生として在籍）を含むな
ど，対象者を修了直後の修了生に限定することなく幅広く，また多様に支援している。

計（人）
修了生区分（人）

校数校種実施
年度 ｽﾄﾚｰﾄ大学院

生
現職教員学
生

2213918小学校

平成28年度 7437中学校
1011高等学校
30171326計
24131122小学校

平成29年度 5325中学校
3212高等学校
32181429計

授業力向上フォローアップ事業における修了生への支援実施状況

岡山県教育委員会
岡山市教育委員会
による研修講座

教職員支援機構並びに
同機構岡山大学セン
ターによる研修講座

教育学研究科・教師教育開発センターに
よる研修講座

教
職
大
学
院
に
お
け
る

学
修
・
単
位
認
定

教員の資質能力の
継続的な高度化

教職大学院の特色ある取組事例③

平成30年７月「国立教員養成大学・学部、大学院、附属学校の改革に関する取組状況について」より抜粋
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【静岡大学】学校等改善支援研究員 ～改革チャレンジで身につける学校のリーダーシップ～

• 「学校等改善支援研究員」は，静岡大学教職大学院と県下自治体と
の申し合わせの上で平成29年度より導入している仕組みである。教
職大学院に派遣される現職教員は入学願書提出の際，研究テーマを
県や市町の重点施策とすりあわせた上で，入学を志願する。

• 入学後は各地域の有する学校課題について，大学教員も参加する
チームで改革に取り組み，この組織的なプロセスに参画することを
通して，組織改善のリーダーシップを学び，同時に実際の学校改善
を戦略的に追求することがこの仕組みの特徴（右図）。

• この仕組みにより，学校再編に関する専門委員会の設置・推進（下
田市教育委員会），地域志向学習カリキュラムの開発・導入（牧ノ
原市・高校）など従来の実習枠組では実現困難な成果が上がってい
るほか，大学教員とのチームによる学校再編ニーズ推計に関する共
同研究は新聞一面にトップ記事として掲載された（静岡新聞
H30.7.30.）。

左記の取組に関する
図・絵・写真等を入れてください。

派遣される現職教員は学校の課題解決に支援研究員として参画

【広島大学】教頭・主幹教諭採用候補者選考試験の筆記試験免除
• 現職教員を対象とした広島大学大学院教育学研究科教職開発専攻

（教職大学院）学校マネジメントコースは，これからの学校づくり
を牽引し指導的な役割を果たし得るマネジメント力を備えたスクー
ルリーダー（学校管理職候補や指導主事等の教育行政職）を育成し
ている。

• 本コースは，広島県教職員研修の推薦研修（マネジメント系の大学
院派遣研修）に位置づけられ，修了した現職教員は，広島県教育委
員会が実施する教頭・主幹教諭採用候補者選考試験の筆記試験が免
除されている。平成30年3月の本コース第一期修了生４名（広島県
派遣者２名）のうち１名が教頭に昇任し，１名が当該免除を受けて
昨年度受験した。

• また，勤務校の校⾧に修了生の評価アンケートを実施したところ，
「スクールリーダーとしての活躍により，教職員のマネジメント力
の向上等の人材育成が図られ，学校全体が活性化している」と本
コースの存在意義が高く評価されている。 （出典:広島県教育委員会ホームページ（平成30年度教職員研修）より抜粋）

教職大学院の特色ある取組事例④

令和元年５月「国立教員養成大学・学部、大学院、附属学校の改革に関する取組状況について」より抜粋
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【高知大学】実習コーディネーターの大学常駐による県教育委員会との連携強化
• 実習コーディネーター（県教委教育政策課高知大学連携担当指導主

事）が大学に常駐，県教委との連携のハブとして効果的な活動を展
開

・実習巡回指導と専攻・県教委への報告
→ 県・教職大学院・実習校で実習に係る共通理解の促進と効

果的な院生指導
・附属センター運営会議，実習改善PJ 等に正規メンバーとして参

加
→ 県・実習校・専攻で共同した改善（県教委・実習校の率直

な意見の伝達）
・高知大学内に設置された県教委事務局分室に常駐し活動

→ 県とのコミュニケーション・共同事業・調整の迅速化
• 本取組に関し，実習に関するアンケートで院生・実習校から高評価

・院生の9 割が「支援が役に立った」
・実習校の9 割が「実習が県や実習校の教育課題解決に資する」
・大学の指導教員の8 割が「県教委との連携の下で実習ができた」

左記の取組に関する
図・絵・写真等を入れてください。

実習についての動向・要望の相互伝達
問題発生時の迅速な対応

高
知
県
教
育
委
員
会

高
度
化
専
攻

実習校
実習生

実
習
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

実習コーディネーターの活用による機動的な連携協力体制の構築

県の動向・要望の伝達

専攻の動向・要望の伝
達

専攻の動向・要望の伝
達

(

高
度
化
専
攻
附
属
セ
ン
タ
ー
内
分
室
に
常
駐
）

専攻に伝えたい
県の動向・要望

情報提供

専攻が県に伝
えたい動向・要
望

情報提供

高度化専攻附属センターの運営会
議や実習委員会会議などに参加

実習の様子を報告

実習巡回を実施

指導や相談を実施

実習生の状況の伝達と実習
指導の教員との共同実施

【宮崎大学】教員採用試験における教職大学院修了予定者を対象とした特別選考試験の獲得
• 宮崎県の教員採用試験の合格者が宮崎大学教職大学院への進学を希

望する場合，合格者の名簿登載期間を延⾧し，大学院修了後に採用
する制度が実施されていたが，さらに本大学院での学びのインセン
ティブを高めるために，宮崎県教育委員会との協議の結果，平成31
年度宮崎県公立学校教員採用選考試験（平成30年度実施）から，
「宮崎大学教職大学院修了予定者を対象とした特別選考試験」の実
施が認められた。

• この特別選考試験に係る推薦人数には定員を設けていないが，本大
学院では宮崎県が求める人材に適合する院生を推薦するため，本制
度の構築にあたった宮崎県教育委員会と本大学院によるワーキング
グループでの意見交換内容を基に推薦基準に関する内規等を定めて
いる。

• 平成31年度採用では，この特別選考試験区分に本教職大学院から3
名を推薦し，特別選考試験及び第２次選考試験の結果，3名全員が合
格した。

採用内定

2

宮崎大学教職大学院から推薦

宮崎県教育委員会による書類審査

論文及び面接による試験

宮崎大学教職大学院修了予定者を対象とした特別選考試験

一般選考試験

第２次選考試験

推
薦

合
格

不
合
格

合
格

合
格

合
格

合
格

推
薦
を
受
け
な
い
者

第１次選考試験

不合格

教職大学院の特色ある取組事例⑤

令和元年５月「国立教員養成大学・学部、大学院、附属学校の改革に関する取組状況について」より抜粋
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【横浜国立大学】オンライン講義・実習及び院生の主体的な取り組みによる遠隔教育の推進

（オンライン学校実習）
・一人１台端末を整備している附属横浜中学校において，５月からオンライン授業の参

観等によるオンライン学校実習を開始。連携協力校の高等学校においても一部，実施。
学校のオンライン授業の取り組みの実際を体験し，具体的な方策や実施にあたっての
課題について学んだ。

（院生の主体的な取り組み）
・いつでもアクセス可能なオンライン院生室の設置により，対面していない院生同士の

コミュニケーションが活性化。
・院生有志によるオンライン座談会「神奈川県の学校のオンライン化について考える」

を5月23日に開催。院生，教員だけでなく，県内の教員，教職大学院OB等を含む45名
が参加して，活発な意見交換を実施。事後アンケート回答者の95%以上が満足，やや
満足と回答6月27日に2回目，8月22日に3回目を実施した。先進的な取り組みを行っ
ている学校の視察レポートもwebで公開。 附属横浜中学校のオンライン授業

【熊本大学】“教職大学院発”遠隔授業に関するオンライン研修及び学習支援動画の制作・公開

①「遠隔授業で何ができるか?」を統一テーマとしてオンライン研修
「熊本大学教職大学院情報教育研修会」（Zoomミーティング）を開催。
４月「成功と失敗の事例から」，５月「子ども一人一人に対応する」を
サブテーマとして，県内の公立学校及び学部附属学校からの実践報告と
分科会（ブレイクアウトルーム）を実施。全国からのべ５００名以上の
教育関係者が参加，新型コロナウイルス感染症対策の中で生まれた新た
な知見や現場の課題をリアルタイムで共有（図左）。

② 休校中の児童・生徒の学習意欲向上を目的として，教職大学院生が学習
支援動画11本（小・中・高の各教科の学びに関連）を制作，熊本県立教
育センター指導主事及び県教育委員会義務教育課等から指導助言を受け，
完成。完成した動画は，５月から県立教育センター及び本学教職大学院
のWebサイトで公開（図右）。併せてプレス発表を行い，広く県民に周
知。動画を視聴した教員に対するアンケート調査（回答者251名）の結
果，69%の教員が学力保障につながる動画であると評価した。

教職大学院情報教育研修会
（Zoomミーティング）

学習支援動画

県立教育センターWebサイト

教職大学院Webサイト

教職大学院の特色ある取組事例⑥

令和２年１２月「国立教員養成大学・学部、大学院、附属学校の改革に関する取組状況について」より抜粋
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国立大学附属学校について①（使命・役割）

３．使命・役割
〇実験的・先導的な学校教育 〇教育実習の実施

実験的・先導的な教育課題への取組 大学・学部の教育実習計画に基づく教育実習の実施
地域における指導的・モデル的な学校としての取組 教員を目指す学生に対し、体験的な実習を実施

〇大学・学部における教育に関する研究への協力
現代的教育課題（特別支援、いじめ、不登校など）に対応 した教員養成の在り方に関する研究への協力

２．法律上の位置付け
〇国立大学法人法第２３条（平成１６年４月１日施行）

国立大学に、文部科学省令で定めるところにより、幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援
学校、幼保連携型認定こども園又は専修学校を附属させて設置することができる。

〇大学設置基準第３９条（昭和３１年１０月２２日文部省令第２８号）
次の表の上欄に掲げる学部を置き、又は学科を設ける大学には、その学部又は学科の教育研究に必要な施設として、それぞれ

下欄に掲げる附属施設を置くものとする。

附属施設（下欄）学部又は学科（上欄）

附属学校又は附属幼保連携型認定こども園教員養成に関する学部又は学科

１．設置目的
附属する国立大学、学部における児童、生徒、幼児の教育又は保育に関する研究に協力し、当該国立大学、学部の計画に従い、学生の

教育実習の実施に当たる。

【参考】

●旧国立学校設置法施行規則第２７条（昭和３９年（1964年）改正、平成１６年（2004年）廃止）

附属学校は、その附属学校が附属する国立大学又は学部における児童、生徒又は幼児の教育又は保育に関する研究に協力し、
及び当該国立大学又は学部の計画に従い学生の教育実習の実施に当たるものとする。

上述の廃止された施行規則、「国立大学附属学校の新たな活用方策等に関する検討とりまとめ（平成２１年）」、「国立教員
養成大学・学部、大学院、附属学校の改革に関する有識者会議報告書（平成２９年）」等を踏まえ、現在、使命・役割を以下の
とおり整理。
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国立大学附属学校について②（学校数等の現状）

令和４年度

区 分 教員数（人）
(R4.5.1現在)

児童生徒数（人）
(R4.5.1現在)

学級数
(学級)

学校数
(校)

3574,75122149幼 稚 園

1,71636,0411,13767小 学 校

1,55127,15676068中 学 校

2323,7821315義務教育学校

5668,172208※15高 等 学 校

1962,87678※4中等教育学校

1,5152,90249245特別支援学校

6,13385,6803,027253計

出典：令和４年度学校基本調査

（※）学校基本調査では集計していないため、教育人材政策課調べ
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【上越教育大学】タブレット端末を用いた「学びを止めるな！」プロジェクト（附属中学校）

国立大学附属学校の取組事例①

【北海道教育大学】オンライン授業構築に向けた公立学校への研修支援（附属釧路中学校）

・臨時休業中に全生徒に対して遠隔会議システムと学習支援アプリを活
用したオンライン授業を実施。 4月24日から学校再開までの22日間にわ
たり，芸体教科を含む全9教科と学活を1日最大4時間行った。現在も月1
回，土曜オンライン授業を実施している。
・これまでの取組を，公立学校等においても活用できるように，導入ま
での経緯（第０期）からオンライン授業開始の（第Ⅰ期），改善を行っ
た（第Ⅱ・Ⅲ期），ポスト・コロナを見据えた（第Ⅳ期）の区分に応じ
た資料を作成し，ＨＰに掲載するとともに報告書を作成。５月から遠隔
授業の研修会を企画し，本校または出前授業，リモート方式で開催した。
・8月末までに道内外のべ80校，200名を超える視察・研修（リモート
含）の受入れを行った。本校から90㎞以上離れた中標津町立中標津中学
校では，本校のオンライン授業を現地で公開し研修会を開催。さらに，
白糠町立庶路学園には，校内研修に本校教員を講師として派遣した。こ
れらの取組により，のべ25校のオンライン授業の実現に貢献した。

＜オンライン授業を全教科，全生徒に実施＞ ＜公立学校での研修会＞

＜公立学校での出前遠隔授業＞

・休校２日目からビデオ会議システムを用いて，朝，昼，夕方に学級活動
を行った。顔を見ながらの健康観察，生徒同士の話し合いの場の設定に
より，生徒の連帯感を高め，心のケアを図ることができた。

・休校中は，学年ごとの時間割で同期型・非同期型を組み合わせたオンラ
イン授業を行った。習得重視の学習では，自作のビデオクリップや既存
の学習Webサイトを用いた非同期型の授業を行い，理解を深めた。課題
探求を重視した学習では，教師と生徒，生徒同士がビデオ会議システム
で意見を交わすことができる同期型の授業を行い，思考を深めた。

・教材の回収・添削・返却だけでなく，生活記録ノートもデジタルデータ
で送受信した。生徒は，教師から継続的・適時的な支援を受けるととも
に，自己評価しながら主体的に学習に取り組むことができた。

・教員は，自宅でビデオ会議システムを用いた打合せやクラウドを用いた
教材配信を行った。一人あたり週５日のうち３～４日の在宅勤務を行い
出勤者を平時の１/４にすることで職員室の密を回避することができた。
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国立大学附属学校の取組事例②

【大分大学】教育課程や授業展開を再考した実践事例（附属小学校）

【福岡教育大学】附属福岡小･中学校「福岡市つながるクラウド」への授業動画提供による地域貢献
〇臨時休校に伴う家庭学習支援の必要性

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う臨時休校（３月）のため、福岡市内
の子供たちは、学期当初に学習を進められない状況であった。

〇「福岡市つながるクラウド」への授業動画提供
福岡市教育センターから依頼があり、「福岡市つながるクラウド」に

本校職員の授業動画を提供した。国語科、社会科、算数科、理科、英語科の
計37本の授業動画を福岡市内の小・中学生が利用した。動画の一部は本校
のYouTubeチャンネルにも掲載したところ、視聴回数が3,000回を超える授
業動画もあった。

〇休校中の地域の子供たちの学びの継続に貢献
ゴールデンウィーク中は、地元キー局サブチャンネルで放映，連休中の自

主学習へ活用され、地域の学びの継続に貢献した。

授業動画を作成・提供

依頼

•

•

福岡市教育センター

・休校によって削減された授業時間内で児童に必要な学習を確保するためのカリ
キュラムマネジメントに取り組んだ。

・例えば国語科では，計画時の指導事項が同じ単元を統合する形で教育課程を再編
し，主教材で身に付けた読み方を並行して読んだ教材や本にも活用させて読むこ
とで，時短を図るとともに，児童が確実に資質･能力を身に付けることができる
ようにした。

・また，授業展開において反転学習を取り入れた。課題について各自の考えを書い
てくるまでを家庭で行い，学校では考えを出し合ったりまとめたりすることに重
きを置くようにした。算数科の授業では，5人の児童の考えをもとに，発展的・
統合的に考える力を身に付けさせていった。反転学習を導入することで，各単元
において1~2時間程度，時数に余裕ができた。思考に時間を要する児童もじっく
り考える時間があるために，すべての児童に活躍の場を保証することができた。

・学校現場を活性化させるこれらの取組は，大分県教育委員会にも，コロナ禍にお
けるカリキュラムマネジメントの実践事例として提供した。

R2当初計画
45時間

白い花びら
(8時間)思-イ・エ・オ

のらねこ
(9時間)思-イ・エ・オ

わすれられないおくりもの
(9時間)思-イ・エ・カ

モチモチの木
(8時間)思-イ・エ・オ・カ

おにたのぼうし
(10時間)思-イ・エ・カ

R2再編
26時間

主・のらねこ
並・白い花びら他

(8時間)思-イ・エ・オ

主・わすれられない
おくりもの

並・おにたのぼうし他
(9時間)思-イ・エ・カ

モチモチの木
(8時間)思-イ・エ・オ・カ

授業の後半15分程度
で，次の課題の共有
と見通しを出し合う。
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